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［書評J
西村多嘉子著『且[ft日本この消費者と流通』
（法律文化社， 1990年10月1日）
加藤義忠
ー
世界的な注目を集めた東欧諸国やソ連などの社会主義諸国の激変の展開の
なかから，東西ドイツが統一するという予想だにできなかったような事態が
生じた。これはまさに，激動の1990年代の幕開けを象徴するような出来事と
いってよい。いわゆる国際化・情報化・サービス化のいっそうの進展として
特色づけられる最近の状況も，このような激変の展開によってさらに促進せ
しめられることになろう。一般的には，サービス経済化のいっそうの進展の
中味の 1つとして取り上げられることの多い流通経済が，この90年代にはよ
り強い関心事になることが予想される。その今日的なあらわれは，一連の日
米構造協議を契機として大きくクローズアップされるようになった大規模小
売店舗法，いわゆる大店法の規制緩和ないし改廃をめぐる問題である。それ
だけではない。 90年代には，消費ないし消費者問題が新たなキー・ワードと
して登場し，これをめぐって議論が高まることにもなろう。
このような現況のなかで，大阪商業大学教授の西村多嘉子氏によってあま
れた書物が『現代日本の消費者と流通』と命名され，世に問われたが，まさ
にタイムリーな労作ということができる。本書は消費者問題を中心的に解明
されたものであるが，そのさいに消費者問題を皮相的に記述されるのではな
く，その発生の構造的な背景とりわけ流通部面にまで立ち入って原因を分析
されるとともに，さらにその問題の真の解決のための筋道の提示をも意図さ
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れている。
上記のような意図をもって書かれている本書の構成は，下記のとおりであ
る。
序章消費者のための流通
第I章現代消費構造の特徴と消費者
第 1節 消費構造の現代的特徴
第 2節 1980年代の動労者世帯の家計構造
第 3節 現代消費構造の「国際化」と消費生活
第Il章流通産業と消費者
第 1節 現代日本における流通産業とその機構
第2節 大規模小売商業の新たな経営形態と消費者
第 3節 「返品制」と消費者
第I章 マーケティングと消費者
第 1節 マーケティング・コンセプトと消費者
第2節価格政策と消費者
第 3節 流通系列化と消費者利益
第1V章生活協同組合と消費者
第 1節 生活協同組合の発展と事業活動
第2節生活協同組合の社会的役割
第V章現代日本の消費者と消費者運動
第 1節消費者問題の所在
第2節 「三者合意システム」と消費者
第 3節現代消費者運動の特徴と課題
終 章 「流通問題と消費者」の新たなパラダイム
第 1節流通問題の所在
第 2節流通問題と独禁政策
第3節 消費者視角からみた流通政策とその課題
以上が本書の構成であるが，以下においてまず本書の内容をかいつまんで
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紹介し，その後で若干のコメントをおこなおうと思う。順序として，序章か
ら紹介しよう。
II 
序章において，西村氏はアメリカの対日要求という「横」と官民一体とな
った「上」からの「国際化」政策によって，今日の消費者の生活は全面的に
とりかこまれている状況にあるといわれ，これにいたるまでの過程を4段階
(1970年以前， 1970年代， 1980年代前半期， 1980年代後半期）に区分され，
流通政策の構造的転換過程について概観されている。
第I章の概要は下記のごとくである。戦後日本の重化学工業化を基礎に成
熟をとげた独占資本ないし金融資本は，国家の経済政策に支援されつつ「都
市化」を進め，大量の労働者を創出した。他方，高度経済成長期において，
当時の労働者の平均的な購買能力に照応した価格設定と「ローン」制度の普
及によって「消費革命」が誘導され，大量の都市労働者を中心として「現代
的生活様式」にもとづく消費構造が定着した。このような戦後の状況変化の
なかで，西村氏は勤労者世帯の消費構造がどのように推移したかという点に
ついて，家計構造の分析をとおして実証的に解明される。そして，さらに今
日の「国際化」の展開にともなう新たな動向についても論及される。ともあ
れ，本章では実証的な分析をとおして，労働者の消費構造の現代的な諸特質
が浮き彫りにされている。
第I章において西村氏は，前章で解明された消費構造を生みだした背最の
なかでとくに流通経済に注目され，そこでの支配的資本の 1つとなっている
大規模小売商と消費者とのかかわりを中心的に分析されている。氏の主張の
ポイントは，次のようなものである。資本主義の独占段階の流通機構におい
ては，一方の極に少数の巨大な独占的商業資本が，その対極には多数の資本
とはいえない零細商人が，その中間には大中小の商業資本が存在し，それぞ
れ固有の流通機能を担当している。もちろん，これら中間にある商業資本の
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流通機能は，流通末端までの支配をめざす独占的産業資本のマーケティング
によって種々の制約をうけている。これが商業資本の排除ないし自立性の制
限という事象であるが，このような一般的な傾向のもとで，今日の大規模な
商業資本は情報化を進展させながら価格支配を強め，多角化や国際化の展開
をおしすすめ，流通支配を増強せしめている。他方，近年の小売商店とりわ
け中小零細店の減少は，国民の消費生活の維持・向上にとって看過できない
重要な問題を提起している。上記のように，氏は本章では現代の流通と消費
生活とのかかわりについて，現代商業機構の構造的な特質を解明することを
とおして明らかにされている。
ところで，現代資本主義において経済的従属関係の底辺に位置する消費者
は，取引主体として行使しうる本来的な権利をうばわれ，国家や独占資本が
推進するインフレ政策とマーケティング活動によって，価格，品質，供給の
量と時期などの点で多くの深刻な被害をうけているといってよいが，第皿章
では，現代流通を支配するもう 1つの軸である独占的産業資本のマーケティ
ング活動の問題点について，消費者視角から具体的な検討がくわえられてい
る。まず， 1960年代以降にアメリカから導入され，今日高度に発展した独占
資本のマーケティング活動の思想的な基盤となっているマーケティング・コ
ンセプトについて「現代生活様式」と関連させて検討され，消費者がうけて
いる被害や生活の歪みの源について究明されている。さらに，今日のマーケ
ティング活動をささえ推進する行政をはじめとする制度的な基盤についても
検討をこころみられている。このような消費者視角からのマーケティング批
判は，次章で考察する生活協同組合の発展過程の分析とともに，より現実的
で具体的な消費者本位の流通プランを提示するための前提作業となるもので
ある。
今日の流通の大半は商業システムやマーケティング活動によってになわれ
ているけれども， しかし社会的・経済的弱者の相互扶助を目的とする協同組
合が，日本においても1970年代以降に急成長し，資本制商業と本質的にこと
なる事業活動を展開し，流通の一翼をになうまでに発展しているが，第IV章
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においては，生協の歴史や事業活動が検討され，生協のはたす今日的な社会
的役割が解明されている。生協は国際な視野をもった消費者運動という側面
をもたなければ発展しえないのはいうまでもないが，次章ではこの種の問題
が考察されている。
第V章において，西村氏は現代の消費者問題の所在をえぐりだされ，消費
者の権利や行政とのかかわりをのべられた後で，消費者運動の諸類型とその
展開過程について論及され，現代消費者運動の特徴を明らかにされ，今後の
課題をしめされている。
ともあれ，流通問題や生産問題から生じる被害の転嫁先をもたない消費者
は，今後ともその被害にたいして抵抗し消費者の権利と利益を擁護し拡大さ
せていく行動をとらざるをえないわけであるが，終章においては主として，
そのさいとりわけ重要な意味をもつとされる独禁政策について，消費者視角
からどのように評価し，活用すべきかということがのべられている。
III 
以上が本書の概要であるが，はじめに書いたように本書は消費者問題を皮
相的にとらえるのではなく，流通領域にまで立ち入って問題発生の原因を析
出しようとされた労作であるといってよい。わたくしは，この点をまず高く
評価したい。しかし，少し納得できないところもあるので，以下において若
干コメントしようと思う。わたくしの理解不足によるものもあるかも知れな
いが，もしそうであれば，お許し願いたい。
本書のタイトルにもしめされているように，西村氏は本書において消費者
問題の原因をより深く解明しようとされ，流通領域ににまで立ち入られたわ
けであるが， しかしその意図は十分に実現されたとはいいがたい。それは，
消費と流通の両方を分析対象として並列的に考察され，いわば平面的に関連
づけようとされる仕方に起因するように思われる。消費者問題を総合的に深
く認識しようとするさいに留意すぺき点は，消費と流通を並列して記述し，
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両者を平面的に関連づけようとするのではなく，消費の領域を分析対象の軸
に定め，そこで生起する消費事象ないし消費者問題の相互連関性や歴史性を
解明するということである。このような視点からの分析には，当然のことな
がら， 消費と流通や生産との相互連関性の究明も包摂される。いずれにせ
ょ，このような方法によらなければ，消費者問題を流通や生産にまで立ち入
ってより深く解明することはできないのではなかろうか。なお，このような
視点からの理論の構成と展開が，本書のものと異なるのはいうまでもない。
それだけではなく，重複する記述も散見される。このことはある程度やむ
をえないにしても，もう少し整理できるようにも思われる。これらが全体的
な印象であるが，次に個々の点について若干疑義にかんじることを，細かい
ものもふくめて列記しておこう。
第 1点。西村氏は序章において， 1960年代の流通政策を特徴づけられ，こ
の期に「中小商業者の保護が打ち切られた」 (4ページ）といいきられてい
るが， しかしこの期には実際そこまではいっておらず，基本的にその方向が
しめされたというべきではなかろうか。
第2点。西村氏は第1I章で，独占段階において商業資本が排除されたり，
あるいはその自立的活動が制限されたりすることが一般的な傾向となってい
るなかで，既存の商業分野においても独占的な商業資本が強大な市場支配力
をもつにいたっているということを指摘された後で， 「商業独占は産業独占
の地位や支配力に対して相対的に劣位にあることは否定できない」 (53ペー
ジ），あるいは「商業独占は， 一方では， 産業独占によってその自立性を制
限されている」 (54ページ）と主張されている。両独占の支配力の基礎や支
配力行使の形態に相違があるのはいうまでもないが， しかしこのことは商業
独占のほうが産業独占よりも支配力が劣っているということを意味するもの
ではなく，両者の独占力＝支配力の大きさは基本的には同程度であり， した
がって一般的にはそれぞれの地位は対等であるといっていいように思われ
る。したがってまた，商業独占は産業独占によって，その自立性が制限され
ているということはできないであろう。
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第3点。返品をマーケティング活動と関連させて考察されているところ
で，氏はマーケティング活動を「非価格競争の具体的な手段」 (94ペー ジ）
としてとらえられているが，すぐ前のところで「それらは製品差別化，市場
細分化，管理価格，流通系列化，販売促進などの諸戦略によって推進されて
いる」（同上）といわれ，価格政策をもふくめて考えられている。また，以下
の諸章においても，マーケティング活動のなかに価格政策をふくめてとらえ
られている (110ペー ジ， 127ページ）。ここには，若干の食い違いがあるよう
に思われる。このことは西村氏自身も気づかれ，第皿章において「もともと
価格競争にとってかわったのがマーケティング競争であるから，価格競争を
議論することは，一見論理上の矛盾をきたすように思える」 (127ページ）と
のぺられている。いずれにせよ，マーケティング活動は表面的には非価格競
争手段のようにみえるけれども，実際においては，氏もみとめられているよ
うに価格政策をも包含して展開されているので，マーケティング活動を非価
格競争手段として規定される点を再検討しなければならないのではなかろう
か。
第4点。氏は，開放的チャネルよりもマーケティング・チャネルのほうが
効率的であるという趣旨のことをのぺられている (128ページ）。だが，開放
的チャネルにおいては商業資本の活動は比較的に自主的になされているのに
たいして，マーケティング・チャネルにおいては商業資本の自主的な活動は
制限ないし排除されているので，社会的には前者のほうがより効率的，いい
かえれば流通費用節減的であるということができるのではなかろうか。
第5点。西村氏は第V章において，労働者階級を消費者運動の軸としての
純粋な消費者としてとらえられたうえで，それと協力しうる広義の消費者と
して農漁民や独立自営商工業者や勤労市民をあげられ，その根拠を彼らが資
本家階級によって支配されている点に求められている (163ペー ジ， 193ペー
ジ）。中小資本家のことはここでは明記されていないが， 大資本家とともに
資本家階級として一括して考えられているのかも知れない。しかし，中小資
本家にも大資本家によって支配され，収奪されるという側面があるわけだか
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ら，両者を一様に取り扱うことはできないのではなかろうか。ともあれ，中
小資本家をどのように位置づけるかが問われることになろう。
第6点。西村氏は終章において，消費者視角からみた流通政策とその課題
について考察されているが，そのさいもっぱら，独禁法や公取委による独禁
政策のことが語られている (212~215ペー ジ）。 このような取り扱い方は，
大規模小売店舗の規制も本来は独占禁止法のなかで包括的におこなう方がよ
いので，大規模小売店舗法は今後この方向にもっていくべきだと示唆される
氏の考え方 (42ページ）によるものなのであろうが， しかしながら現に大規
模小売店舗法が存在し，その規制緩和や改廃が問題となり，大きな論議をよ
んでいる現下の状況をみれば，この大店法についても消費者視角から立ち入
って検討をくわえ，課題を提示することが求められているように思われる。
以上において，本書にたいする若干のコメントの提示をおこなった。上記
のように若干の要望点や疑点があるとはいえ，本書は現代の消費者問題をよ
り深くとらえようとする意欲的な作品であるのは疑いをいれない。本書が一
人でも多くの人に読まれることを念じて，むすびとしよう。
＜付記＞
本書により，本年度の日本消費経済学会学会賞を受賞された。
尚，本書の紹介や書評が，大嶋茂男氏（『生活協同組合研究』 1991年 1月号）
と鈴木 満氏（『公正取引』 No.484, 1991年2月）によっておこなわれてい
るので，あわせて読まれたい。
